
北海道電力関連産業労働組合総連合
東北電力関連産業労働組合総連合
関東電力関連産業労働組合総連合
中部電力関連産業労働組合総連合
北陸電力関連産業労働組合総連合
関西電力関連産業労働組合総連合
中国地方電力関連産業労働組合総連合
四国電力関連産業労働組合総連合
九州電力関連産業労働組合総連合
沖縄電力関連産業労働組合総連合
日本原子力発電関連企業労働組合総連合
電源開発関連労働組合総連合

（参考資料①）

参考資料
①電力総連HP　構成組織
　http://www.denryokusoren.or.jp/info/koseisoshiki.html
②九州電力総連HP　組織内国会議員
　http://www.kyusyudenryokusoren.jp/members/

全国電力関連産業労働組合総連合

民進党最大の支持団体

その構成組織である
電力総連ですが、
組織内議員として
参議院議員が2名います。
（いずれも民進党）
今回はこのお二人の原発に対する考え方を見ます。
まぁ、右上に書いた電力総連の構成組織をみると
言わずもがな、という気もしますが。。。

出身 東京電力労働組合 関西電力株式会社
初当選 2004年7月 2013年7月
政務 ・経済産業委員会

・災害対策特別委員会
・国際経済・外交に関する
　　　　　　　　　調査会

・議院運営委員会理事
・環境委員会委員
・東日本大震災復興及び
　　　　原子力問題特別委員会
　　　　　　　　　　　　理事

党務 ・参議院 副幹事長
・エネルギー環境
　　　　　　総合調査会
　　　　　　（副会長）
・電力・ガスシステム改革
　　　フォローアップＷＴ
　　　　　　（副座長）

・参議院　国対副委員長

（参考資料②）

③小林正男公式HP　「5つの誓い」
　http://www.kobayashimasao.jp/policy/policy_5.html
④浜野よしふみ公式HP　トピックス2017年1月1日「HamaNow 2017年1月号」
　http://www.hamano-yoshifumi.com/topics/
⑤民進党HP　「基本的政策合意」
　https://www.minshin.or.jp/about-dp/policy-agreement
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最後に一言
「民進党」内の全国会議員がすべての政策で同じ考え方、ってことはありえないでしょう。
とはいえ、党の「基本的政策合意」っていうのはあって、『2030年代の原発ゼロ』は明記されて
います（参考資料⑤）。2039年としてもあと20年ちょいしかないわけで、今回紹介した2人の考え方
はどう見てもこの合意に反しています。ならば民進党を抜けるか、「政策合意」を見直すことを党
内で訴えるのが筋でしょう。
少しニュースにもなってましたが2030年代を2030年に前倒すかどうか？という件について、な
んだか見えないところでグダグダ話をしている印象なんですが、もっと国民の前で議論すりゃいい
じゃないですか。倫理的な面も含めた様々な視点から、いろんな専門家を呼んだり、いろんな資料
を駆使して、本気の議論をしているのが全て公開されれば、国民が民進党を見る目も少しは変わる
と思うんですが。。。

私たちには、美しい地球と日本を子孫に残す責務があり、
環境にやさしい持続可能なエネルギーを確保し
安定的に供給する施策を推進していく必要があります。
これらを踏まえて、私は、主に次の点の実現に努力します。
（以下、一部抜粋）

私は、環境省が「2050年に温室効果ガス80%削減」
に向けて検討している「長期低排出発展戦略」について、
「温室効果ガスの削減目標達成のためには、
　革新的な技術開発が必要!」
「地球温暖化対策には、原子力の活用が必要不可欠!」
などの主張を行いました。

●地球温暖化防止に寄与する
　二酸化炭素排出量の少ないエネルギー源の導入促進
◯国民合意と安全管理の強化、情報開示の徹底による
　原子力発電の稼働率向上や建設の推進

●エネルギーの長期安定供給と自給率向上のため、
　プルサーマル計画や高速増殖炉開発の推進など
　核燃料サイクルの早期実現

昨年3月9日に大津地裁で決定された仮処分を受け、
関西電力は高浜発電所の運転停止と料金値下げの見送りを
余儀なくされました。（中略）
私は、原子力規制委員会に対して
「原子力規制に責任ある立場として、
　この決定について説明をすべきである」と国会で強く求め、
（中略）
仮処分決定文中の事実誤認を明確にした資料を
引き出しました。

（参考資料④）

（参考資料③）
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